

















1991年 末のソ連邦の崩壊か ら約3年 が経過 したが,こ の間に新生 ロシアでは,強 度の中央集
権的計画経済から市場経済への移行 とともに,市 場経済のもとで活動する企業のための会計改革
が進め られて きた。この会計改:革は現在 もなお継続 して行われているが,そ れはつ ぎのようなフ
レームワークで進展 している。第1は ,市 場経済のもとで活動 を行 うことになった個々の企業は,
市場の もとで発生する取引 とその経営活動 を複式簿記で把握 し記帳 しなければならない。 このた
めに,計 画経済の もとで存在 していた取引のための旧勘定 を取 り除き,市 場経済への移行 で生 じ
た取引のための勘定を配置 して,ロ シアでは勘定計画 と呼ばれる新 しい勘定科 目表が制定 された。
第2は,把 握 され記帳された会計データは,一 定の基準に従って処理 されなければならない。だ
がソ連時代には,そ の会計処理 に際 して企業が従わなければならない,一 般に認め られた会計基
準なるものは存在 しなかったため,会 計基準に相当する新 しい会計 と報告書に関する規程が制定
された。第3は,企 業は一定の基準で処理 されたデータか ら財務諸表を作成 して公表 しなければ
ならない。このため,新 しい財務諸表の体系と様式およびその記入方法が示 された注1。




であ り,そ のためのさまざまな法規が発表されている。そ こで,本 稿では,こ れ らの法規を通 し
て,pシ アにおける新 しい監査制度の構築の経緯 とその内容 について明 らかにすることに した
いo
1.旧 ソビエ ト会計の もとで の監査制度
まず,ロ シアの新 しい監査制度 を考 察す るにさ きだ って,こ れ までの ソ ビエ.ト会計 の もとでの
会計 監査 につ いて多少触 れて お く必要 があ る。 なぜ ならば,そ れに よって,い まロ シアで西 側 に
準 じた監査 制度 を創出 しよう としてい る経 緯 を充分 に理 解す る ことが で きるか らであ る。
そ もそ も,ソ 連 時代 に は,auditと い う用語 に対 応す るロシ ア語 は なか った。 そ れに相 当す る
もの と してPeBH3朋 なる ロ シア語 が広 く使 われてい た。そ れは 国の企業 に対 す る財務 統 制(ΦH-
HaHcoB謡KoHTpo刀b)の ひ とつ と しての監査,点 検,検 査,審 査 を意 味 していたの である。
す で に別稿 でみ た よ うに,こ れ まで の ソ ビエ ト会計制 度 には30年 代 に形 成 された強 度の 中央
集 権的計 画経 済体制 が痛 々 しいまで に反映 されてい たが注2,そ れ は監査 制度 につ いて も例外 で は
なか った。個 々の企業(と くに国有企 業)で 作成 され た会 計報告 書 とバ ラ ンス と呼 ば れた財 務諸
表 に相 当す る もの は,1)企 業 を管轄 す る機 関,2)ソ 連 邦財務省 の定 めた財務機 関,3)ソ 連
邦 中央統 計局 の定め た国家統計 機 関,4)企 業の決済 口座 があ る ソ連邦 の国立銀行 と建 設銀行へ
それ ぞれ提 出 され てい た 〔1〕2頂。上記 の諸 国家機 関へ企 業 が財 務 諸表 を提供 す るの は,企 業 へ 国
家 財産 を供与 した国が企業 に とって唯一 の利 害関係者 とみ たか らで ある。そ して,財 務 諸表 の内
容 は 国家機密 と して公 表 され るこ ともなかっ た。が,そ の際 に,財 務諸 表 に対 する監査 は,企 業
を管轄 す る上 級機 関 にお いて国の財 務統制 の一環 として点検 された。そ れは官庁 内財 務統制(
BHyTpHBeμoMcTBeHHb旧 ΦHHaHcoBbl猷oHTPo刀b)と 呼 ばれ た。 この監査 の 目的 は,企 業 が 国の定 め
た方法 で会計 を処理 し財務諸 表 を作 成 したか どうか を点検 し,も し問題 点が あれば それ を指摘 す
る こ とで あった。 しか し,こ の点検 も,一 般 に認 め られた会計 基準 が制定 され ていなか ったので,
それ に基づ く点検 で はな く,朝 令暮 改 を繰 り返す省庁 の適応 の規程,訓 令,書 簡 な どに基づ く点
検 とな ってい た。 しか も,点 検 で明 らかに なった 問題 点 を指摘 す る ことに よって,当 該 企業 を管
轄す る省庁 自身の監査 責任 へ と発展 す る ことを恐 れたた め,次 第 に,適 当 な会計 に対 して暗 黙の
了承 を与 える とい う監査 に終 わってい た。
こ う した ソ連 時代 の限界 を もった官庁 内財務統制 の一環 と しての監査制度 か ら,現 在 のロ シア
で は独立 した官庁外 財務 統制(BHeBeAoMcTBeHHb旧 ΦHHaHcoBbI敵oHTpo』b)と も呼 ばれ る,公 認
会計 士 に よる外部 監査 制度 を創 出 しよう と してい るのであ る。
そ して,い まで は,auditに 対応 す るロ シ』ア語で あるay朋Tが 採用 され,の ちに触れ る ように,
ay朋ToP(監 査 人),ay朋ToPcK朋 ΦHPMa(監 査 法 人),ayAHToPcKa瑚e只Te刀bHocTb(監査 活動,




新生ロシアにおける外部監査制度 をつ くる作業は,監 査についての法律を制定 しようとするこ
とか ら始まった。92年12月 に,銀 行情報局がロシア連邦最高会議での討議に付すために公表 し
た,「 ロシア連邦 における監査活動 に関するロシア連邦の法律(草 案)」(以 下,「監査法草案」と
いう)が それである〔L4〕。
この 「監査法草案」は,つ ぎのような構成か らなっている。
序言,第1条(1～2項)監 査活動 一 監査 一 の概念,第2条 法律の適用範囲,第3条 監査
活動の法規,'第4条(1～4項)監 査人と監査法人,第5条(1～3項)監 査活動の職業の権利
のライセンス取得のための資格審査,第6条(1～3項)監 査活動のライセ ンス交付,第7条
(1～5項)監 査点検の実施,第8条 監査人の鑑定書,第9条 監査人 と監査法人の独立性,第10
条監査人 と監査法人の権限,第11条(1～3項)監 査人 と監査法人の義務,第12条(1～2項)
監査人 と監査法人の責任。
いま,「監査法草案」の各条文が規定 している主な内容を要約すれば,つ ぎのようになる。
まず,序 言で,本 法律はロシア連邦地域内の独立 した監査活動の法的根拠を規定 したものであ
る としたうえで,第1条 では,監 査 とは,経 済主体と監査人(監 査法人)と の契約 に基づ く支払
いの原則で,経 済主体の財務書類 を所与の会計法規に従って照合 し,そ れと関連する監査サービ
スを提供する監査人(監 奪法人)の 活動であると規定 し,ま た,監 査人(監 査法人)は,国 の機
関から依頼 された有償の監査活動を行うこともで きるとしている。第2条 では,本 法律は ロシア
連邦の全地域 に対 して適用 されるが,こ の場合,経 済主体 とは,a)商 品の生産 ・販売 ・取得,
作業の遂行,用 役の提供 を行っている私的,国 有,地 方自治体所有の企業,ま たこれらの企業の
合同,連 合,コ ンツェルンなど,b)銀 行,保 険,商 品 ・資金取引所,財 団,ま たこれらの協会
や連合など,c)独 自に事業活動 を行 う市民であるとしている。第3条 では,本 法律はロシア連
邦における監査活動の基本を規定するが,本 法律で定められない監査 の取 り扱いについてはその
他の法規で別に規定するとしている。第4条 では,1)監 査活動の権利は市民(監 査人)と 監査
法人に対 して与えられ,そ の際,市 民は,自 己の活動 として監査活動 を行 って もよい し,監 査法
人の成員 として監査活動に従事 してもよく,ま た,監 査法人は外国の法人や自然人 と共同で設立
した監査法人で もよいこと,2)監 査法人は公開型株式会社以外のロシア連邦の法律 に従った任
意の法的な組織形態で設立 されること,3)監 査人 と監査法人にとっては,監 査の過程で得た情
報を別の事業の遂行のために活用することは許されないこと,4)監 査人 と監査法人は,監 査活
動に従事する権利のライセ ンスを取得 し,そ の国家登録 を終え,事 業活動 としての国家登記がな
されたあとに,監 査業務 を開始することなどを規定 している。第5条 では,1)監 査活動の業務
に従事 しようとする者は,職 業上の監査活動の権利のライセンス取得の資格審査 を受けねばなら
ないこと,2)こ の資格審査 は財務機関,税 務署,銀 行の勤務員,大 学教授,科 学者およびその
他の専門家からなる独立 した官庁外の委員会によって実施 されるが,ロ シア連邦やその共和国の
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財務省な どが委員の労働報酬 を含めて資格審査委員会の活動の諸条件 を保障すること,3)資 格
審査委員会は規定の期間内に審査結果を通知するが,も しその結果に不服があれば法廷に申し立
てで きること,4)資 格審査 を受けることができる者は,ロ シア連邦地域 に定住 している者で,
高等教育 を受けた者,ま た監査人,会 計士,法 律家,エ コノミス トとしての実務経験 を審査 日前
の10年 間の うち5年 以上 もつている者であ り,刑 事上の懲罰 と して財務業務に携わることの権
利 を喪失 した者 などは,資 格審査 を受けることができないことを示 している。第6条 では,1)
ライセ ンスはロシア連邦財務省 より,ま たその同意を得て各共和国,地 方,州 などの財務機関よ
り5年 間交付 されるが,銀 行の監査活動 の権利のライセンスはロシア連邦の中央銀行 より交付 さ
れること,2)ロ シア連邦の政府と中央銀行は,ラ イセンスの交付や剥奪の手続 きを決定 し,資
格審査手数料,監 査人の登録などを公告することを明らかにしている。第7条 では,1)監 査活
動は監査人(監 査法人)と 経済主体 との契約に基づいて,ま た法廷や調査機関からの法規違反点
検の依頼 によって行われるが,契 約の内容は本法律 の要件 と矛盾せず,依 頼の内容は法的係争問
題の範囲を越えないこと,2)経 済主体 は監査人(監 査法人)を 選定できる権限をもち,法 規違
反点検 に際 しては,法 廷や調査機関は任意の監査人(監 査法人)に 委任することがで きること,
3)経 済主体の経営者,そ れ と姻戚 関係 にある者,所 有者,株 主などとして利害関係のある監査
人は,当 該経済主体の監査人 となることはで きないこと,4)経 済主体は,監 査 目的のために監
査人が求めた書類や情報の法規 に違反 した提出や歪曲に対 して責任 をとること,5)依 頼 された
法規違反点検のための監査活動の経費は,点 検を受けた経済主体によって負担 されることなどを
規定 している。第8条 では,監 査活動の結果は法的意義 をもつ鑑定書であ り,鑑 定書 には監査人
の署名がなされることとしている。第9条 では,監 査人 と監査法人は,経 済主体から独立 して当
該経済主体の監査業務を行 うことを規定 している。第10条 では,監 査人 と監査法人は,a)法 規
経済主体 との契約,法 規違反点検の依頼内容に基づいて,監 査 の形態 ・方法 を自主的に決定 し,
b)経 済主体のすべての書類 を点検 し,必 要 とする追加 の資料 を要求 し,c)一 定の方法で点検 に
必要 な情報 を第3者 か ら集め,d)契 約に基づいて,財 務上の関係者 を除 く経済主体の従業員を
点検 に参加 させ る権限をもつ としている。第11条 では,1)監 査人と監査法人は質の高い監査
活動 を行 うことを義務 とし,ラ イセ ンスを交付する機関は,充 分に根拠がある場合には,経 済主
体や法規違反点検をする機関の検事などの願いにより,ラ イセ ンスの剥奪 とともに監査人(監 査
法人)の 鑑定書の質の審査 を法廷 などに求めることがで きること,2)監 査人と監査法人は,監
査の過程で得た り作成 した書類 を保全 し,そ の内容を経済主体の同意なしに,多 くの人に知 らせ
てはな らないが,法 規違反点検の依頼で行った監査の過程で得たデータは,検 事や法廷の承認の
もとで公開できること,3)自 己の活動 として独 自に監査活動をする監査人および監査法人は,
ロシア連邦の法規に従った自らの会計を実施 し,そ の会計報告書 を提出することを規定 している。
第12条 では,1)監 査人(監 査法人)は,本 法律 に違反 したときにはロシア連邦の法に従って
責任 をとること,2)監 査人(監 査法人)か らのライセンスの剥奪 は,a)ラ イセ ンス取得 申請
に際 し疑 わしいデータを提供 した場合,b)交 付 されたライセンスで規定 された以外の監査活動
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を行 った場合,c)監 査業務上の秘密を守る義務に違反 した場合,d)監 査の過程で得た情報を別
の事業のために利用 した場合,e)監 査人に対 し監査活動上の刑事問題の判決がでた場合,f)質
の悪い監査活動を系統的に(3回 以上)行 い,ラ イセンス剥奪の法的決定があった場合に,そ の
交付機関によってなされ,こ うした場合以外のその他の理由によるライセンスの剥奪は認めない




さて,紹 介 した 「監査法草案」をみると,そ の各条文で規定 されている詳細な内容は別 として,
監査法 としての基礎 となっている内容は,先 進資本主義国でみ られる監査 に関する法規のそれと
ほぼ類似 したものとなっていることがわかる。それは,た とえば,1)経 済主体 と監査人(監 査
法人)と の契約による財務書類の監査,2)監 査活動のライセ ンス取得の資格審査 とその取得者
の国家登録,3)個 人 としての監査活動 と監査法人の成員 としての監査活動,4)監 査人(監 査
法人)の 独立性,権 限,義 務および責任などについてみることができる。 このことは,長 く市場
経済か ら離れていた国で監査法を初めて制定するに際 して,そ れを西側の監査に関する法規に準
じて急遽つ くろうとしたからであろう。
だが他方で,「 監査法草案」には,計 画経済か ら市場経済への移行の過渡期におけるロシアの
現状 を反映 した内容が盛 り込まれていることもわかる。それは,と くに,1)会 計実務経験をも
ライセンス取得の資格審査受験の要件にいれていること,2)銀 行 を監査するためのライセンス
は中央銀行 より交付 されることなどについてみることができる。 くわえて,「監査法草案」には,
ソ連時代の監査制度の一部を継承 した内容も盛 り込まれていることもわかる。それは,法 廷など
から依頼 された監査活動の実施 を明記 していることにみることができる。ソ連時代 には,会 計上
で係争が発生 し,・それが刑事問題や民事問題 として法廷にもち込 まれたとき,そ の裁判に会計知
識 をもつた者が出廷するという会計判定官(3KcnepT-6yxra刀TeP)の 制度があったからである注3。
こうした特徴 をもつた 「監査法草案」は,そ の公表ののち,種 々の会議 において討議 されてい
き,草 案に対する意見が集約 されていった。いまここでは,こ の討議内容の一端 を,「監査の組
織化 と方法」 なるテーマで92年12月1～2日 に国立モスクワ大学で開催 された会議か らみてみ
よう〔3〕3頁。
会議では,「 監査法草案」は,こ れまでの官庁内財務統制のひとつ としての監査 と異なる,国
の機関から独立 した監査の目的と課題にまだ充分 に応えていない とし,つ ぎのような提言を行っ
ている。第1に,監 査法制定の前提条件 は,市 場の存在であ り,市 場のもとでの企業間の相互に
信用ある契約による事業活動の遂行である。 この信頼できる信用 は,監 査 人(監 査法人)に よっ
て承認 された,信 悪性ある企業の財政状態についての情報によってのみその基礎 をもつことにな
(3にの点については,〔28〕を参照されたい。
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る。すでに,ロ シア財務省が92年3月20日 付で示 した 「ロシア連邦 における会計 と報告書 に関
す る規程」の第81条 で も,「経営活動の成果,資 産 ・財政状態についての企業 と施設の年度会計
報告書は,利 害関係者(取 引所,得 意先,仕 入先など)に 公表される。公表 される報告書の信懸
性は,独 立 した監査組織によって証明される」と明記 されている 〔2)18頁。このため,「監査法草案」
にも,「 ロシア連邦における監査 の必要性」 という項 目を新たに設け,「市場経済のもとで契約主
体の相互 に有利 な事業活動の遂行 に際 して信懸性ある情報の確保 と破産の防止のために,ま た課
税に際 して国家の利益 の擁護のために,経 済主体の年度報告書の信悪性の強制的監査点検を,報
告書の公表 と個々の法規で示 された具体的場所への提出に際 して行 う」 という条文 を挿入するこ
とを提言 している 〔3〕碩。第2に,現 在のロシアで創出 しなければならない監査 システムとは,財
務省 を代表 とする国の機関か ら規制 される一方で,国 の機関から独立 した監査 システムである。
このためには,財 務省 のもとに,政 府から任命された委員からなる監査活動 に関する委員会 を設
置 し,こ の委員会が監査のライセンス交付,監 査活動に係わる方法論の指導,監 査要員の養成 を
行 う必要がある。そこで,「 監査法草案」 に,「監査活動の国家規制」 という項 目を新たに設け,
「監査活動に対する指導 と監督を保障す るために,ロ シア連邦財務省のもとに,監 査要員の養成
の組織化,監 査活動に従事する資格のライセンスの交付,監 査の方法論的指導および監査人によ
る本法律の要請の遂行 に対する統制 についての機能 を委ねる監査活動に関する委員会を設置する
こと。 ロシア連邦財務省付属監査活動に関する委員会の決議によって,監 査活動 に関する同様な
委員会 を地方のそれぞれの地域における財務機関の もとにつ くることができる。監査活動 に関す
る委員会は,監 査要員の養成,ラ イセンスの交付,監 査会社の登録簿の印刷公表(広 告),ま た
監査会社に対する有償サービスの提供か らの代価による独立採算制の原則で創出される」 という
条文を挿入す ることを提言 している 〔3〕4頁。
「監査法草案」はこのようにして広 く討議 されていったが,そ れは法律 として成立 しなかった。
その理 由のひ とつは,93年 秋の最高会議 ビ!レへの戦車の砲撃にみるモスクワ騒乱事件 と国会の
解散による法案審議の場の喪失が考えられる。
ところで,監 査法が まだ制定されていない時期で も,市 場経済への移行 とともに,企 業が作成
した財務諸表 に対する監査はすでに開始 され,そ れはつ ぎのように行われていた。すなわち,ぺ1
レス トロイカ末期に結成 され,ソ 連邦崩壊後にも名称 を変更 して活動 を続けていた,「 独立国家
共同体会計 ・監査士協会」を初め,「 ロシア会計 ・監査士協会」,都 市や地方の会計 ・監査士団体
がすでに存在 していたので注4,「ロシア連邦財務省は,監 査活動に関する法律が採択 されるまで,
独立国家共同体 とロシアの会計 ・監査士協会に対 し,ロ シア連邦領域での監査活動を実施する資
格のライセンスの交付 とその試験施行の権限を与え,… …ロシアの多 くの都市 と地方では,地 方
当局が会計 ・監査士の協会や会議所,ま た各種の商業組織 に対 して,当 該地域におけるライセン
スを交付することの許可を与えて」いたのである 〔4順。つまり,財 務省が,会 計人の諸社会的団
体 に対 して,監 査活動 に携わることので きる免許の交付 と,そ のための資格審査 を行う権限を付
(4にの点については,〔24〕〔25〕〔26〕を参照されたい。
(383)ロ シアにおける新 しい監査制度の構築79
与 していたのである。そして,諸 社会的団体が実施 した試験 に合格 した者が,企 業の作成 した財
務諸表 を監査 していたのである。過渡期の緊急避難処置 とはいえ,こ うした監査の在 り方は正常
な状態 といえるものではなかった。
そこで,93年12月22日,「 ロシア連邦 における監査活動 について」の大統領令(以 下,「 大統
領令」 という)が 公布 されるにいたった 〔5〕50頁。
4.監 査についての大統領令
「大統領令」は,同 じ日付(93年12月22日)で 発表 された 「ロシア連邦における監奪 活動の
暫定規則」(以 下,「 暫定規則」 とい う)を 承認するとともに 〔6〕5順,つぎのような主要 な点を決
定 した。
第1に,ロ シア連邦 の連邦会議で監査活動を規制す る法律が成立するまで,「 暫定規則」を採
用することである。第2に,「 暫定規則」 に従って,監 査活動に従事するすべての自然人は94年
10月1日 までに監査活動実施の資格を取 り,監 査活動に携わる監査法人は95年1月1日 までに
監査活動実施上の登記 を終 え,94年10月1日 か らは資格 なしの,ま た95年1月1日 か らは登記
なしの監査活動の実施はできなくなることである。第3に,監 査活動に対する国家規制 を組織す
るために,大 統領のもとに 「監査活動委員会」(以 下,「 監査委員会」という)を 設置 し,こ の委
員会は,94年2月1日 までに監査活動実施上の資格審査 とライセ ンス取得の方法 を定め,ま た
同年7月1日 までに監査の対象 となる経済主体の財務諸表 を定めて,そ れらを閣僚会議 ・政府に
提出す ること,さ らに,94年10月1日 までに監査活動 を規制す る法律草案を大統領へ提出する
ことになるなどである。
こうして,こ こに,「大統領令」の公布 と 「暫定規則」の実施 とによって,ロ シアにおける外
部監査 の制度化が行われてい くことになった。
5.暫 定監査規則の制定
「大統領令」 とともに発表された 「暫定規則」の骨子は,さ きの 「監査法草案」のそれを踏襲
している。だが,草 案 と異 なってこの規則を出発点にして監査 を実際に制度化 しなければならな
いため,「 暫定規則」の条文は,草 案 と比較 して一層整理された明確な表現になると同時 に,当
面必要 となる内容 をも規定 した。
「暫定規則」は27条 から構成 されているが,そ の主な内容はつぎのようになっている 〔6〕50頁。
まず,第1条 では本規則の暫定的性格 を明記 し,第2条 では監査を受ける経済主体 を列挙 し,
第3条 では監査活動を定義 し,第4条 では国家機関か らの監査の依頼 もあることを示 し,第5条
では監査活動の 目的を明 らかにし,第6条 では経済主体にとっての強制監査(06月3aTe刀bH朋
ay耶Top6K朋npoBePKa)と 経済主体 による自主的な任意監査(HHHμHaTHBHa只ay朋ToPcKa兄
npOBePKa)を 区分 し,第7条 では強制監査からの回避 とその実施妨害に対す る経済主体の罰金を
定めている。
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ついで,第8条 では自然人(監 査人)と 監査法人 とが監査活動 に携わるが,そ の業務開始時期
や経営形態を規定 し,第9条 では監査活動以外に行 うことができるサービス業務 を列挙 し,第
10条 では国家機関から依頼される監査活動の在 り方や手続 きを示 してい'る。
さらに,第11条 では当該経済主体 と利害関係を有 して,そ の監査活動 を行 うことがで きない
監査人 と監査法人の範 囲を設定 し,第12条 では監査 人は監査活動の実施 とその結果の報告書作
成 を自主的に行 うことを明記 し,第13条 では監査 人と監査法人の権限を,第14条 ではこれらの
義務 をそれぞれ規定 し,第15条 では経済主体 や国家に損失をもたらす監査活動 を行った場合の
罰金を定め,第16条 では監査 を受ける経済主体の義務 を明 らかに し,第17条 と第18条 では鑑定
書の意義 とその内容を規定 している。
そ して,第19条 では監査活動 に対する国家規制の制度化は大統領直属の 「監査委員会」で行
うとしたうえで,第20条 でこの委員会が監査活動の資格審査方法,そ の資格審査委員会の構成,
監査のライセンス取得方法などを提案 し,そ れを政府が承認するとしている。
そ してまた,第21条 では資格審査 を受ける受験者の要件 を,第22条 ではライセンスの取得手
続 きを,第23条 ではライセンスの交付を,第24条 ではライセ ンスの剥奪 をそれぞれ規定 し,第
25条 ではライセ ンスなしの監査活動に対する罰金 を,第26条 ではライセンスの交付拒否 と剥奪
に対する不服の申 し立てを,第27条 では違法 な監査活動に対する監査人 と監査法人の責任をそ
れぞれ明確に している。
こうした内容の 「暫定規則」に基づいて,大 統領のもとに設置されることになった 「監査委員
会」が,そ の活動 を開始 してい くことになった。
6.大 統領直属監査委員会の始動
94年2月4日,「 ロシア連邦大統領直属監査活動 に関する委員会規程」(以 下,「 監査委員会規
程」 とい う)と 〔7〕頒,大 統領 によって任命された12人 の 「監査委員会」の委員名簿(主 として
官僚)が 大統領命令として公布 された注5。ここに,「監査委員会規程」の総則で明記 された,「 ロ
シア連邦 における監査サービス市場の確立 と発展の国家的支援,ま た国家,経 済主体,監 査人お
よび監査法人の利益保護についての方策システムを創出する」 ことを課題 とする 「監査委員会」
が発足 し〔7〕4!頁,始動 してい くことになった。
始動後,ま ず,「 監査委員会」は,「 監査委員会規程」の第18条,第20条 に基づいて,94年6
月1日,「 ロシア連邦大統領直属監査活動委員会の付属コンサルタ」ト会議 についての規程」(以
下,「 コンサルタント会議規程」 という)を 承認し ㈹73頁,課 せ られた任務 を解決するのに助けと
なるコンサルタン ト会議 を設置 した。そ して,こ の会議において,1)監 査基準や監査報告書様
式の作成,監 査の方法論の提言,2)監 査活動の経験の総括 とその改善のための資料の出版,3)
監査法人の活動のための援助,4)監 査人の職業倫理基準の作成,5)監 査人の資格の向上 と養
















・(出所)〔7〕 〔11〕に基づ いて作 成。
どの諸問題が討議 されてい くことになった。そ して,こ の討議を進めるために,「 コンサルタン
ト会議規程」の第11条 に基づいて,コ ンサルタン ト会議内に,1)監 査基準作成の部 門,2)
資格審査 と監査人養成の部門,3)監 査人(監 査法人)の ライセンス化の部門,4)職 業倫理基
準作成 とその適用の部門,5)社 会的監査団体 との連携強化の部門がつ くられた(図1参 照)。
コンサルタント会議のメンバーは,「 監査委員会」によって任命された監査の専 門家からなり,
任命 された者は,上 記の部門のいずれかに属 して,「 暫定規則」を実施するに当たって必要なさ
きに挙げた諸問題 を討議 し,そ の結果を 「監査委員会」へ提案することになった。当然の ことな
がら,こ の提案は 「監査委員会」で承認 され,そ の承認後,「 監査委員会」か らロシア政府へ答
申されてい くことになった。
こうして,「 監査委員会」 と 「コンサルタン ト会議」を中心に して,外 部監査 を制度化する作
業が進められ,そ の成果が政府へ答 申されてい くことになった。
7.新 しい監査 を実施 するために
現在 まで に,「監査委員会」からの答 申を受けて,ロ シア政府が承認 し公表された法規 として
は,94年5月6日 付のつぎの3つ のものがある。
① 「ロシア連邦における監査活動規制 に関する模範文書の認可について」(以 下,「 模範文書
の認可」 という)〔8〕65頁。
② 「監査活動遂行の権利の資格審査の実施方法」(以 下,「 資格審査の実施方法」 という)〔9〕
66頁
O
③ 「監査活動遂行のライセ ンスの交付方法」(以 下,「 ライセンスの交付方法」 とい う)〔'幡
頁
0
① の 「模範文書の認可」は,「 監査委員会」か らの答申を受けて,政 府は② と③の法規を承認
したことを公表 し,資 格審査 とライセンス交付を実際に施行するに当たって必要な処置を決定 し
たものである。 これによって,資 格審査料やライセンス交付料などが決められたが,と くに留意
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すべ き事柄は,監 査法人として監査活動を行 う条件のひとつ として,そ の資本金 において,資 格
を取 った監査人,お よび(ま たは)ラ イセンスを得 た監査法人の出資分が51%以 上であること
をも定め られたことである。
②の 「資格審査の実施方法」は,監 査活動 に携わる権利 を取得するための資格審査の実施方法
を定めたものであ り,③ の 「ライセンスの交付方法」は,資 格審査 に合格 した者に対するライセ
ンスの交付やその国家登録な どを規定 したものである。
「資格審査 の実施方法」 によれば,監 査活動の資格を得 るための資格審査 を実施する機関はつ
ぎの ように定められた。すなわち,1)ロ シア連邦財務省は,企 業,商 品 ・資金の取引所,財 団,
事業活動 を行う市民に対する監査のための資格審査,2)ロ シア連邦保険活動監督局は,保 険組
織,相 互保険会社 に対する監査のための資格審査,3)ロ シア連邦中央銀行は,銀 行,信 用施設
に対す る監査の ための資格審査の実施 をそれぞれ組織す るが,こ れ ら3分 野での資格審査 は,
「監査委員会」で承認 した 「監査人の教育 ・再教育 に関する教育 ・方法論セ ンター」(通 称,「「教
育 ・方法論 センター」 といわれる)を 中心 にして実施 される。また,資 格審査の実施 に際 して,
財務省,保 険活動監督局,中 央銀行は,「 資格審査 ・ライセンス中央監査委員会」(通 称,「 中央
委員会」 といわれる)を それぞれ設置 し,さ らに,資 格審査業務の円滑な処理 を必要とする場合
には,「 中央委員会」の権限を委譲 された 「資格審査 ・ライセンス地域間監査委員会(通 称,「 地
域間委員会」 といわれる)を 設置することもできるとしている(図2参 照)。























銀 行,信 用 施設 に





(出 所)〔9〕 〔10〕に基 づ いて作成 。
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(出所)〔10〕 よ り引 用。
「中央委員会」で作成 されることになった。
こうして,「 教育 ・方法論セ ンター」 と 「中央委員会」 を中心 として行われる資格審査 に合格
した者に対 しては,当 然,ラ イセンスが交付 されることになるが,「 ライセンスの交付方法」に
よれば,そ の様式は表1の ようになった(表1参 照)。
ここに,新 しい外部監査に携わる監査人の資格審査が実施 されていくことになった。
8.新 しい監査 のチ ャー ト
これまでの考察か ら明らかなように,「大統領令」,「暫定規則」,「模範文書の認可」,「資格審
査の実施方法」および 「ライセンスの交付方法」に基づいて,ロ シアでは,95年 より新 しい監
査活動が適用 されることになったが,「 大統領令」を初め とする上記の法規は,新 しい監査制度
についての相互に関連 した内容を規定 している。そこで,こ れらの規程の内容 を要約 して,そ れ
をチ ャー トに したものを示す と,以 下のようになる(表2～10参 照)注6。
なお,94年9月 号の 『会計』誌上 には,ロ シア連邦財務省の資格審査 ・ライセ ンス中央監査





監査活動 とは,す べ ての経済主体の活動,ま た,国 家権力機関,す べてのレベルの管理局
および地方 自治体の活動の独立 した官庁外財務統制である
経済主体 とは,(組 織的 ・法的形態,所 有の種類 に関係 なく)つ ぎのものである
・企業およびその合同(部 門,部 門間,地 域,そ の他の もの,ま た,連 合,協 会,コ ンツ
ェルン)
・組織 と施設
取引所お よび信用施設,ま た,そ の連合 と協会
・保険組織
・商品 ・資金取引所
・投資財団,年 金財団,社 会財団,そ の他の財団
・事業家として独自に活動する市民
・監査法人お よび独 自に活動する監査人
監査活動は,国 家機関の財務統制の指示で行うが,つ ぎのこともで きる
強制監査(ロ シア連邦の法規で直接定められている場合)
任意監査(経 済主体の意思によるもの)
監査活動の主 目的は,経 済主体の会計報告書の信悪性お よび経済主体 によって遂行 された
財務的 ・経済的取引 と現行模範文書 との一致性の立証である
監査活動の国家規制 ぽ,ロ シア連邦大統領直属監査活動委員会によって組織される
強制監査点検
強制監査点検の実施を回避 した り,そ の実施 を妨害すれば,経 済主体か ら,ま た経営者
(経営者集団)か ら,規 定の罰金 を徴収する
(出 所)〔16〕









任意の所有形態 と組織的 ・法的(公 開型株式会社 を除
く)な 法人(外 国法人お よび外 国法人との合弁で創立
した法人を含 む)
資本金 において,資 格 をとった監査人 と(ま たは)ラ













・財務,税 務,銀 行およびその他の経済的な法規の問題 についてのコンサルタント
・自己の活動分野での教育
監査人 と監査法人は,監 査 と無関係 な事業活動に携わることはできず,ま た,職 業上得た
情報 を事業活動上の利用のために第3者 に伝えてはならない






監査点検の実施 に際 しては,監 査人は,点 検する主体か ら,ま た,依 頼者,自 己の経営 を含
むあらゆる第3者 か ら独立 していること
監査点検の実施の依頼








監査点検の実施期間は,監 査人(監 査法人)と の契約で決定するが,原 則 として2カ 月以
内 とする






国家機関の依頼による点検の実施に際 しての監査人(監 査法人)の 労働支払は,ロ シア政府
によって毎年事前に定め られる
点検 される主体が破産 した場合には,事 前の支払 は,破 産者財産による事後的補てん ととも
に,ロ シア連邦予算で行われる
同じ理由での再度の点検は,ロ シア連邦予算でのみ行い,そ して,最 初の点検 をした監査人










あ るいは,こ れ らの人 と身近な親族 または姻戚関係(両 親,夫 妻,兄 弟,姉 妹,
息子, 娘,ま た,夫 妻 の兄 弟,姉 妹,両 親お よび子 供)に あ る もの
会計の実施 または財務報告書の作成 についてのサービスを当該経済主体に提供
している監査人と監査法人によって
経済主体 とつ ぎのような関係 にある監査法人
・その設 立者 ,所 有 者,株 主,与 信 者,保 険者 として
・その子会社および代表者 として,ま たはその資本 に監査法人の部分 をもつ場合
・また,点 検 される主体が,設 立者,所 有者,ま たは株主である監査法人
も し上記 に列挙 した事情が点検契約 を締結 したのちに,あ るいは,依 頼 されたのちに判明
したならば,契 約は破棄 される







国家機関の依頼で行われる点検 の結果 についての鑑定書は,訴 訟法 に基づいて指定 され
た専門家の鑑定書である
鑑定書はつぎの3つ の部分か ら構成 されねばならない
1は じめの部分
監査法人にとって 独 自に仕事をする監査人にとって
住所と電話 姓,名 前,父 称
点検 に参加したすべての監査人の姓,名 前,父 称 監査人の経歴




・経済主体の名称 と点検 を実施 した期間
・会計 と報告書の組織化,ま た内部統制の状況の検査結果




もし点検の過程で発見 された重要な違反を点検 された主体が取 り除 くことを しないならば,
総括の部分において,報 告書の信ヌ象性の証明不可能であることを記入する
鑑定書の各項 には監査人によって署名 され,そ の個人の印を押す


































権 利 義 務
・法律の要請,権 利 と義務 についての周到 な ・監査人に対 して,点 検の適時な完全な実施
情報,ま た,鑑 定書を検討 したのちに監査 のための条件 を整え,必 要とするすべての
亨
人の意見と結論 に基づ く模範文書について 書類 を提供 し,監 査人の質疑について口頭
の情報を,監 査人から得ること と文書による釈明をすること
・発見 された違反をずべて取 り除 くこと






ライセンスは,ロ シア連邦大統領直属監査活動委員会 によって発行 された基本 的ライセ ン
スに基づいて,適 応の資格審査 ・ライセ ンス中央監査委員会の各種の監査に対 して,規 定
の様式で1年 から5年 までの期間にそれぞれ交付 される
ライセンス取得のための書類
独 自に活動する監査人にとって: 監査法人にとって 二
・規定 された様式の届出書 ・規定 された様式の届出書
・下記の証明書= ・下記 の証 明書:
一資格証明書の写 し 一法人の設立文書(修 正,追 記 を含む)
一 自然人の学歴 を除いた,事 業家 として 一法人としての国家登記の証明書の写 し
の国家登記の証明書の写 し ・銀行 との照合書 または資本金,そ の構成
・住 所 につ いてのデ ータ を証明するその他の書類
・ライセンス交付料の領収書 ・経営者,そ の代理人および資格審査 を受
けた監査人についてのデータ
ライセンス交付料の領収書
ライセ ンス交付の決定は,必 要なすべての書類 の提出 日か ら60日 間の うちに審理 しなけれ
ばならない
ライセ ンスの無効






















資格審査 は,監 査活動に従事することを希望するすべての 自然人に対 して行われる
受験者に対する要請:
・経済 または法律の(高 等 または中等専門)教 育


















願書は必要なすべての書類の提出 日から1カ 月のうちに委員会によって点検 される





企業,合 同,連 合,商 品 ・資金の取引所,















監査人の資格証明書は,そ の交付 についての決定の委員会の決議 日から1カ 月のうち
に,資 格審査 に合格 した者に対 し3年 間交付する
・もしそれを受け取る者が2年 間監査人として活動 しない場合には,そ の効力を失 う
・その請求 をせず,ま たロシア連邦の法規に大 きな変更がない場合には,監 査人の申
告については3年 間延長することができる
資格証明書の交付の拒否は,そ の決定の決議についての通知を受け取った日から1カ
月のうちに,要 求者 よって,つ ぎの ところへ不服を申し立てることができる
・地域間監査委員会 一適応の中央委員会または法廷へ
・中央委員会 ・ 一法廷へ
規定の資格審査料,資 格証明書効力の延期料,資 格証明書写 しの交付料 を支払 う
資格審査試験に欠席 した り,不 合格になっても受験料 は返還 しない
監査人 と監査法人の登録は,適 応の中央委員会 によって行われる
統一された国家登録 はロシア大統領直属監査活動委員会によって組織 される
(出 所)〔16〕
得の資格試験科 目」 とが公表 されている 〔12〕55頁・〔]375f頁。前者の決定 によると,資 格試験は2日 間
にわたってそれぞれ4時 間つつの試験 を行 うことに し,試 験問題 に対 して80%の 正 しい解答を
した者を試験合格者 と認めるとしている。 また後者の決定によると,資 格試験科 目はつ ぎのよう
になっている。すなわち,ま ず試験内容を,1)会 計 と報告書,II)監 査,皿)法 人 と自然人の
課税,IV)企 業財務,V)経 済活動の法的規制に大別し,つ いでそれぞれの区分に詳細なテーマ
を設けた ものになっている(表11参 照)。
また,財 務省のこれ ら2つ の決定に対応する決定が,94年7月27日 付で ロシア連邦保険活動
監督局の資格審査 ・ライセ ンス中央監査委員会か ら,ま た94年9月27日 付でロシア連邦中央銀
行の資格審査 ・ライセ ンス中央監査委員会か らそれぞれ発表されている 〔'7〕us:〔'9〕〔20〕。これらの決
定の1つ である 「保険業 における監査人の資格証明書の取得の資格試験科目」によると,資 格試
験科目は,さ きの財務省が決定 した試験内容にVI)保 険活動の区分を追加 し,こ の区分に7つ の
テーマを設定 したものになっている。 また,「銀行監査人の資格証明書の取得の資格試験科 目」
による と,資 格試験科 目は,1)銀 行活動の法的および経済的基礎(テ ーマ1～4),II)銀 行
活動の法的規制(テ ーマ1～5),HI)商 業銀行 における会計 と報告書(テ ーマ1'～20),IV)





















































































(出 所)〔13〕 よ り作成 。
(399)ロ シアにおける新 しい監査制度の構築95
る。
こ う して,新 しい監査 制度 の もとでの監査 人のため の国家試験 が行 われ るこ とになったのであ
る。
おわりに
以上,わ れわれは,ソ 連邦崩壊後から現在 までに公布された監査に係わる主要な法規 を通 して,
新生ロシアにおける新 しい監査制度の構築の経緯とその内容 を考察 した。そしてこの考察から,
つぎのことが明 らかになった。
第1は,ま ず,監 査法を制定 して新 しい監査制度の基礎をつ くろうとしたが,そ れは不可能 と
なったことである。
第2は,だ が,市 場経済への移行は企業の財務諸表 に対する外部監査を必要とするため,財 務
省は,会 計人の諸社会的団体 に対 して監査に携 わることので きる免許の交付 とその資格試験を行
う権限を与えて,監 査人をつ くったことである。
第3は,し か し,こ うした監査の在 り方は正常な状態とはいえず,国 による監査人の公認が必
要 とな り,こ のため 「大統領令」 と 「暫定規則」が公布 されたことである。
第4は,そ して,新 しい監査法が成立するまで 「暫定規則」 を適用 し,ま た大統領の もとに
「監査委員会」 を設置 して,こ の委員会を基礎に して新 しい監査制度を構築することになったこ
とである。
第5は,さ らに,「 監査委員会」の傘下に監査基準や職業倫理基準の作成,監 査人の養成な ど
を検討するための 「コンサルタント会議」 を設置する一方,「 教育 ・方法論 センター」,「中央委
員会」,「地域間監査委員会」をも設けて,こ れらが中心 となって監査 人としての資格審査 とその
ライセンスの交付 を行 うことになったことである。
第6は,こ うした経緯 を経て,95年 か ら,企 業の財務諸表に対す る外部監査 として,国 によ
って公認 された監査人(公 認会計士)に よる監査,お よび監査法人による監査が行われるように
なったことである。
こうして,新 生 ロシアでは公認会計士の国家試験が実施 されることになったが,現 時点では,
「大統領令」で制定が予定 されている監査法を初め,「 コンサルタント会議」で検討 される筈の監
査基準や職業倫理基準などはまだ定かでない。このため,今 後,こ れらの監査の法律や基準が ど
のようにつ くられてい くのかをみてい く必要がある。が,当 面は,国 家試験 に合格 してライセン
スを取得 した監査人は,92年3月20日 付の 「ロシア連邦における会計 と報告書 に関す る規程」
を初め とする既存の会計法規 に基づ く監査を行い,そ して,監 査法が制定 され,監 査基準なども
設定 されたのちには,こ れらに基づいた監査が行われてい くことになると思われる。
もっとも,「 ロシアにおける監査活動確立の諸問題」なるテーマで,94年6月 末に国立モスク
ワ大学で開催 された 「タ トゥール研究報告会」 によると,ロ シアで市場経済の機能を充分に作動
させ るためには,10万 人の ライセンスを取得 した監査人が必要であ り,95年 だけ とって もその
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必要な人数は最低限1万 人であると指摘 されている 〔15〕。 よって,今 後,こ の必要とする人数を
満たすために,監 盗人の養成やその教育方法などが どのように解決されてい くのかについて注 目
する必要がある。 と同時に,導 入 されることになった公認会計士制度 を軸としていま創出されつ
つある,ロ シアの新しい監査の内実 についても,引 き続 き追求 していかなければならないことは
いうまで もない。
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